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SUMMARY
	 A disaster self-efficacy scale is proposed in this paper. The reliability and validity 
of the scale was verified through the development and analysis of correlations between 
four principal aspects of disaster self-efficacy. First, the correlations between individuals 
with an attitude toward disaster prevention and their actual disaster prevention 
behavior were examined. The correlations between the disaster self-efficacy scales and 
the general characteristic EQS （emotional intelligence scale） were then developed. 
Thirdly, the relationship between personal experiences from the Great East Japan 
Earthquake and disaster self-efficacy was explored. Finally, the correlations between 
disaster self-efficacy, social capital, and collective efficacy were examined. The proposed 
disaster self-efficacy scale was found to be a reliable and valid assessment of the 
predicted individual disaster response behavior.
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1．問　題

　東日本大震災を経験し，南海トラフの巨大地

震や首都直下地震のリスクが高まっているわが

国において，人々の防災行動を促進し，個人レ

ベルにおける防災力を高めることは喫緊の課題

である．個人レベルの防災力の指標としては，

食料や飲料水の備蓄や非常用持ち出し袋の準備

など，家庭内における具体的な防災対策行動を

リスト化してそれらの対策をたくさんしている

場合に防災力が高く，対策をしていない場合に

は防災力が低いと評価することが一般的に行わ

れおり，このような尺度の開発は国内外におい

て行われてきた［1］［2］［3］［4］［5］．しかし，このような

リストは，災害特性や地域特性，また住宅環境

や家庭環境によっても必要であるものと不要な

ものがあったりするため一般的に尺度の信頼性

が低くなりやすい．また実際にこのような防災

【論　文】
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対策行動をしていた人たちが，災害時に対策の

有効性を感じたとか，災害時に強さを発揮した

という評価を実証的に行うことは困難であり，

これまではほとんど行われてこなかった．

　個人の防災力を高めるためには，具体的な防

災対策行動を実施することが必要なことは間違

いない．しかし，防災対策行動だけをしていれ

ば十分だとはいえない．自然災害は，多くの人

にとって，それまで経験したことのないような

事態に遭遇する事象であり，心的外傷を被る可

能性がある出来事である．そのような困難な状

況を乗り越えて，災害から立ち直ることができ

るという自信を持つことも個人の防災力の一側

面として位置づけることができると考えられる．

　Bandura（1977）は，ある状況において，あ

る結果を達成するために必要な行動を自分がう

まくできるかどうかの予期のことを自己効力感

と呼んだ［6］．自己効力感は，個人の行動変容を

予測し，不適応な情動反応や行動を変化させる

ことが指摘されている［7］．これまでに臨床心理

学の分野では，喫煙行動［8］や対人不安［9］の行動

変容などに自己効力感が及ぼす影響について検

討されてきた．例えば，喫煙者ががんになりた

くないから禁煙をしようとするとき，自分が禁

煙することをどの程度成功できると思うかとい

う個人的な自信が自己効力感であり，自己効力

感が高い方が禁煙できる可能性が高まるのであ

る．

　防災の研究分野でも，防災対策行動について

の自己効力感を含めたモデルが提案されており，

対策行動に対する自己効力感が高いほど行動意

図が高まり実際の行動へとつながるとされてい

る［10］．また，被災からの回復において，被災に

よるストレスを受けても，そのようなストレス

を除去したり緩和したりするといった適切な対

処ができるというコーピングに対する自己効力

感が高い場合に，ストレス症状が緩和されると

されている［11］［12］．しかし，災害そのものを乗り

越えられると思うかどうかという自己効力感に

ついてはほとんど検討されてこなかった．

　そのような中で，Nypaver （2011）は，「看

護師が災害時に効果的かつ的確に役割を果たす

ことができるという能力に対する自信」のこと

を災害自己効力感と定義し，災害看護教育にお

ける効果測定変数として尺度を開発した．そし

て災害看護教育を実施することによって看護師

の災害自己効力感が高まることを明らかにして

いる［13］．看護師は，災害時には負傷者の救命や

救援の役割が与えられ，医療従事者の中でも最

大の人数を擁する職種であることから，災害に

適切な役割を果たすことが求められ，災害自己

効力感を高めることは重要である．しかし，看

護師だけではなく，一般の人々にとっても，災

害時にできるだけ効果的に，また的確に自分の

すべき行動を取り，役割を果たすことができる

という能力に対する自信を持つことは，災害を

経験しそれを乗り越えるためには必要であると

考えられる．

　そこで本研究では，「災害の発生時に，どの程

度適切な行動を取ることができるか，また災害

を生き抜くことができると思うかということに

対する自信」を災害自己効力感と定義し，災害

自己効力感尺度を開発し，その信頼性と妥当性

を検証することを目的する．研究 1 では，尺度

項目を作成し，因子分析を行い，災害に対する

態度や実際の防災行動との関連を検討すること

によって尺度の信頼性と構成概念妥当性につい

て検討する．研究 2 では，一般的な性格特性と

して，情動知能に着目し，情動知能と災害自己

効力感の関連について検討する．研究 3 では，

東日本大震災による被災経験と災害自己効力感

の関連について地域間比較を行うことによって

検討する．近い過去に災害を経験した者は，被

災経験をしていない者に比べて，将来の被災体
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験に対してうまく対応できるだろうという高い

災害自己効力感を持っていることを検証する．

研究 4 では，共助と関連が強い社会関係資本と

集合的有能感に着目し，これらの概念と災害自

己効力感の関連について検討する．最後に，一

連の研究結果から総合的な考察を行う．

2．研　究　1

目的

　研究 1 では，まず災害自己効力感の尺度項目

を作成し，災害に対する態度や実際の防災行動

との関連を検討することを目的とする．

　Bandura（1977）によれば，自己効力感を高

めるには，達成経験，代理経験，言語的説得，

情動的喚起の 4 つの要素が重要であるとしてい

る［6］．達成経験は，実際に自分自身がそれを達

成したり成功したりすることである．代理経験

は，自分自身ではなくとも，他の人がそれを達

成したり成功したりするのを見たり聞いたりす

ることである．言語的説得は，自分がそれをで

きると他の人から説得されたり励まされたりす

ることである．情動的喚起は，それを行うとき

に，落ち着いてリラックスして取り組むことが

できるかどうかということである．

　Nypaver（2011）は，この 4 つの要素に注目

して 25 の項目を作成している［13］．例えば，「私

は化学物質に暴露された患者の症状や兆候を正

確に見抜くことができる（達成経験）」，「私は指

揮系統を尊重して困難なく指示をすることがで

きる（代理経験）」，「私は災害時に仲間の助けを

求めることができる（言語的説得）」，「私は災害

時のプレッシャーの中でもうまく仕事をするこ

とができる（情動的喚起）」などの項目がある．

しかしこれらの項目は，自分自身が災害時に適

切な行動を取ることができるかという自己の能

力に関する項目群と，周囲の他者と連携して適

切な行動を取ることができるかという他者との

協同に関する項目群の 2 つに分けることが可能

である．このような自己の能力と他者との協同

という 2 つの分類は，豊沢・藤田（2013）の犯

罪からの子どもの安全について検討した研究に

おいても行われている［14］．そこで，本研究では，

これら 2 つの研究で使われている尺度項目を参

考にして一般の人々が回答しやすい災害自己効

力感尺度の項目を作成する．また，災害自己効

力感が災害に対する態度や実際の対策行動とど

のような関係にあるかをあわせて検討し，尺度

の信頼性と妥当性を検討する．

方法

　調査対象者と手続き　2014 年 7 月にインター

ネット調査会社にモニター登録している東京都

と大阪府に在住の成人に調査への回答を求めた．

各 400 名（男性 200 名，女性 200 名）計 800 名

が調査に回答した．回答者の平均年齢は，46.6

歳（SD=10.14）であった．

　調査項目　Nypaver（ 2011 ）や豊沢・藤田

（2013）を参考にして，災害自己効力感尺度の

項目を 11 項目作成した（表 1 参照）．また，元

吉（2014）を参考にして，首都直下型地震と南

海トラフ地震に対するリスク認知について各 3

項目（「南海トラフ巨大地震によって，自分の住

む地域は大きな影響を受けると思う」など），地

震不安 3 項目（「大地震のことを想像すると，心

配なことが多い」など），災害への関心 4 項目

（「災害についての情報をくわしく知りたいと思

う」など），防災行動に対する主観的規範認知 3

項目（「私は家族から，自分の家の防災対策をす

ることを望まれていると思う」など），防災行動

意図 4 項目（「地震に備えて，家具や食器棚の固

定をしておきたいと思う」）について，すべて，

「1. 全くあてはまらない」から「5. 非常にあて

はまる」までの 5 件法で回答を求めた［15］．また，

家庭での防災対策の実施状況 10 項目（「災害に
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備えて食糧を準備している」など）について

「1. はい」か「2. いいえ」で回答を求めた．

結果

　災害自己効力感尺度11項目について最尤法に

よる因子分析を行った．固有値の変化（5.28, 

1.70, 0.81, 0.58, ……）と因子の解釈可能性か

ら 2 因子が妥当であると判断した．プロマック

ス回転後の因子パターン行列を表 1 に示した．

第 1 因子は，災害時において自分自身の力によ

って，冷静に，柔軟に対応ができるという効力

感であり，「自己対応能力」と命名した．第 2 因

子は，周囲の人を頼りにして災害を乗り越える

ことができるという効力感であり，「対人資源活

用力」と命名した．因子間相関は，r=.52 であ

った．信頼性係数である Cronbach のα係数は，

自己対応能力がα=.89で，対人資源活用力がα

=.84 であった．

　第 1 因子の自己対応能力に負荷の高かった 6

項目および第 2 因子の対人資源活用力に負荷の

高かった 5 項目のそれぞれを合計し項目数で割

った平均値を各因子の尺度得点とした．図 1 と

図 2 に地域ごと性別ごとにそれぞれの尺度得点

の平均を示した．尺度得点の地域差および性差

を検討するために，地域 2（東京，大阪）×性

別 2（男性，女性）の 2 要因分散分析を行った．

自己対応能力は，性別の主効果のみ確認され（F 

（1,796）=72.4 p<.001, η2 =.083），地域（F

（1,796）=2.70, ns）および交互作用（F（1,796）

=1.20, ns）は確認されなかった．対人活用力

も，性別の主効果のみ確認され（ F（ 1,796 ）

=4.97 p<.05, η2 =.006 ），地域（ F（ 1,796 ）

=0.56, ns）および交互作用（F（1,796）=0.48, 

ns）は確認されなかった．男性の方が女性より

も，自己対応能力も，対人活用力も有意に高か

った．

　次に災害自己効力感尺度の下位因子とリスク

認知や不安などの災害に対する態度，実際の防

災行動との相関係数を算出した（表 2）．自己対

応能力は，南海トラフのリスク認知（r=-.14），

不安感（r=-.32）と負の相関が，関心（r=.17），

主観的規範（r=.32），防災行動意図（r=.07），

防災行動（r=.23）と有意な正の相関が確認さ

れた．対人資源活用力は，関心（r=.26），主観

的規範（r=.43），防災行動意図（r=.24），防

災行動（r=.23）と有意な正の相関が確認された．

表 1　災害自己効力感尺度の因子分析の結果（最尤法・プロマックス回転後のパターン行列）

I II
災害時の混乱の中でも、比較的冷静でいられると思う .96 -.15
災害のような緊急事態においても、落ち着いて行動できると思う .96 -.07
災害に遭っても、なんとか生きていく自信がある .68 .03
災害時の混乱の中でも、いろいろなことにうまく対応することができると思う .64 .12
災害が起きたときには、さまざまなことに対して柔軟に対応できると思う .63 .20
災害で苦しみや悲劇に直面しても、それを乗り越えることができると思う .51 .12
災害時に困ったことがあれば、知り合いに助けてもらえると思う -.07 .84
災害時に、頼りにすることができる知り合いが多いと思う -.03 .79
災害時には、近所の人を頼りにすることができると思う -.02 .75
被災して困ったことがあるときには、適切な助けを求めることができると思う .18 .56
災害時には、自分の周りの人々と助け合うことができると思う .14 .52

因子間相関　　I .52
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考察

　研究 1 では，一般の人々の災害自己効力感を

測定するために，先行研究を参考にして尺度項

目を作成し，東京都と大阪府に在住の成人 800

名に回答を求めた．また災害に対する態度や実

際の防災行動との関連を検討した．

　まず，災害自己効力感尺度は 2 因子構造が妥

当であり，災害時に自分自身の力によって，冷

静に，柔軟に対応ができるという効力感である

「自己対応能力」および，周囲の人を頼りにして

災害を乗り越えることができるという効力感で

ある「対人資源活用力」と解釈した．それぞれ

の因子の信頼性係数も十分に高く，内的整合性

も確認された．これら結果から，項目作成の参

考にした 2 つの先行研究と同様の自己効力感の

2 つの要素が確認できたといえる．

　また，災害自己効力感と災害に対する態度や

防災行動との相関を検討したところ，自己対応

能力の高い人は，災害に対する不安が低く，災

害への関心が高く，防災行動に対する主観的規

範（周囲からの期待）が高かった．そして，自

己対応能力の高い人ほど実際の防災行動をして

いた．対人資源活用力の高い人は，災害への関

心が高く，防災行動に対する主観的規範（周囲

からの期待）が高かった．また，対人資源活用

力の高い人ほど実際の防災行動をしていた．災

害自己効力感の高い人ほど災害に関心があり，

防災行動を実施していたことから，本研究で測

定している災害自己効力感は，災害に無関心な

ために，あるいは何の防災行動もしていないの

に自分はなんとかなるといった仮想的な自己効

力感ではないことを示唆している．したがって

災害自己効力感尺度の構成概念妥当性の一部も

確認できたと考えられる．

　災害自己効力感の性差に関しては，サンプル

数が大きかったため，いずれの因子においても

図 1　自己対応能力の地域，性別ごとの平均
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図 2　対人資源活用力の地域，性別ごとの平均
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表 2　災害自己効力感尺度の各因子と災害に対する態度，防災行動との相関

南海トラフ
リスク認知

首都直下
リスク認知 不安感 関心 主観的規範 防災行動意図 防災行動

自己対応能力 -.14 ** -.02 -.32 ** .17 ** .32 ** .07 * .23 **
対人資源活用力 .05 .02 -.02 .26 ** .43 ** .24 ** .23 **

** p<.01
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性別の主効果が確認されたが，効果量の評価か

らすると，自己対応能力には性差があり，男性

の方が高いが，対人資源活用力には男女差はな

いと考えられる．

3．研　究　2

目的

　災害自己効力感は一般的な性格特性とどのよ

うな関連があるだろうか．本研究では，災害自

己効力感と関連する一般的な性格特性として，

情動知能（ Emotional Intelligence ）に着目し

た．Salovery & Mayer （ 1990 ）は，情動知能

を「社会的知能の一側面であり，自分自身や他

者の情動を監視したり区別したりして，思考や

行動を導くための情報として利用する能力」と

定義した［16］．その後，情動知能は一般的にも

学術的にも大きく注目されてきた．わが国でも，

Goleman（1995）の書籍が翻訳されベストセラ

ーとなった［17］．学術的にも，内山・島井・宇津

木・大竹（2001）が，情動知能を「自己対応，

対人対応，状況対応という 3 つの領域を設定し，

自己，他者およびそれらを取り巻く状況という

3 つの領域において関わってくる情動的課題へ

の理解と行動の能力と定義して，情動知能尺度

EQS（Emotional Intelligence Scale）の開発を

行っている［18］．

　EQS の自己対応は，自己の心の働きについて

知り，行動を支え，効果的な行動を取る能力で

あり，「自己洞察」，「自己動機づけ」，「自己コン

トロール」の 3 つの因子で構成されている．対

人対応は，他者の感情に関する認知や共感をベ

ースに，他者との人間関係を適切に維持するこ

とのできる能力であり，「共感性」，「愛他心」，

「対人コントール」の 3 つの因子で構成されてい

る．状況対応は，集団を取り巻く状況の変化に

耐える力，リーダーシップ，また状況に応じて

能力を使い分ける統制力であり，「状況洞察」，

「リーダーシップ」，「状況コントロール」の 3 つ

の因子で構成されている．

　災害自己効力感は，自己対応能力と対人資源

活用力の 2 因子からなっており，自己対応能力

は EQS の自己対応と，対人資源活用力は EQS

の対人対応と関連することが予測される．また

災害という日常から大きく変化した状況に適応

するためには，高い状況対応力が求められるた

め，災害自己効力感の 2 つの因子はいずれも状

況対応と関連することが予測される．

　そこで研究 2 では，災害自己効力感と一般的

な性格特性である EQS との関連を検討し，災害

時と平常時の特性の関連について確認する．

EQS という外部基準との相関を確認することに

よって，災害自己効力感尺度の基準関連妥当性

を検討する．

方法

　調査対象者と手続き　2014 年 11 月にインタ

ーネット調査会社にモニター登録している全国

の成人女性に回答を求めた．スクリーニング条

件として，（1）小学生か中学生の子どもがいる，

（2）一戸建てに住んでいる，（3）現在の家に 5

年以上住んでいるという 3 つの条件を設定した．

これは，諸条件を統制せずに一般成人からサン

プルを集めて検討するよりも，ある程度同質の

母集団を想定してからサンプルを集めた方が，

災害自己効力感と一般的特性であるEQSとの関

連が明確にわかると考えたためである．スクリ

ーニング条件すべてを満たした 1000 名が調査に

回 答 し た．回 答 者 の 平 均 年 齢 は，42.6 歳

（SD=4.78）であった．

　調査項目　研究 1 で作成した災害自己効力感

尺度の項目 11 項目を使用した．EQS は内山ら

（2001）の 65 項目を使用許可を得た上で使用し

た．EQS は，「0. まったくあてはまらない」か

ら「4. 非常によくあてはまる」までの 5 件法で
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あった．

結果

　災害自己効力感尺度について信頼性を確認す

るために Cronbach のα係数を算出したところ，

自己対応能力はα=.92，対人資源活用力はα

=.89 であり，十分に高い内的整合性が確認され

た．EQSについては，マニュアルにしたがって，

9 因子すべての得点を算出した．

　表 3 に，災害自己効力感の自己対応能力およ

び対人資源活用力とEQSの各因子との相関およ

び，災害自己効力感を説明変数，EQS の各因子

を独立変数とした重回帰分析（ステップワイズ

法）の標準偏回帰係数を示した．

　自己対応能力については，EQS の自己対応の

3 因子（自己洞察，自己動機づけ，自己コント

ロール）とは，r=.31～.44 の有意な正の相関

が，対人対応の 3 因子（共感性，愛他心，対人

コントロール）とは，r=.23～.38 の有意な正の

相関が，状況対応の 3 因子（状況洞察，リーダ

ーシップ，状況コントロール）とは，r=.40～

.47 の有意な正の相関が確認された．また重回

帰分析の結果から，EQS の自己コントロール

（β=.32）や状況コントロール（β=.34）の高

い人が，自己対応力が高いことが示された．

　対人資源活用力については，EQS の自己対応

の 3 因子（自己洞察，自己動機づけ，自己コン

トロール）とは，r=.29～.31 の有意な正の相関

が，対人対応の 3 因子（共感性，愛他心，対人

コントロール）とは，r=.32～.36 の有意な正の

相関が，状況対応の 3 因子（状況洞察，リーダ

ーシップ，状況コントロール）とは，r=.31～

.40 の有意な正の相関が確認された．また重回

帰分析の結果から，EQS の愛他心（β=.14），

状況洞察（β=.13 ），状況コントロール（β

=.22）の高い人が，対人資源活用力対応力が高

いことが示された．

考察

　研究 2 では，災害自己効力感の自己対応能力

は EQS の自己対応と，対人資源活用力は EQS

の対人対応と関連すると予測した．また災害自

己効力感の 2 つの因子はいずれも EQS の状況対

応と関連すると予測した．

　災害自己効力感とEQSの相関および災害自己

効力感を説明変数とし，EQS の各因子を独立変

数とした重回帰分析を行ったところ，予測して

いたように明確に相関係数のパターンが異なる

わけではなかった．しかし，全体的な傾向とし

ては予測通り，自己対応能力は他者対応に比べ

ると自己対応との相関係数が高く，重回帰分析

の結果からも自己コントロールとの正の関連が

確認された．自己コントロールは，自分の行動

を自分で調整する能力で，目標追求，自己決定，

自制心のことである．普段の生活の中で，目標

を立て，決定し，実行することができる人は，

災害時にも適切に対応することができることが

示唆された．また，状況対応との相関が高く，

特に状況コントロールとの強い関連が確認され

た．状況コントロールは，状況の適切な認識に

表 3　�災害自己効力感尺度と EQS の相関および重回
帰分析による標準偏回帰係数

自己対応能力 対人資源活用力
r β r β

自己洞察 .35 .29
自己動機づけ .31 -.10 .31
自己コントロール .44 .32 .31
共感性 .23 -.09 .32
愛他心 .23 .32 .14
対人コントロール .38 .36
状況洞察 .43 .39 .13
リーダーシップ .40 .31
状況コントロール .47 .34 .40 .22

adjR2 .25 .18
F 83.9 *** 74.47 ***
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基づいて臨機応変の処置（機転性）ができ，ま

た自分を変えていくことができる（適応性）と

されていることから，災害時に求められる自己

対応能力と関連することが明らかになった．

　対人資源活用力は，他者対応に比べて自己対

応との相関係数が高いというわけではなかった．

しかし，重回帰分析の結果からは，愛他心との

正の関連が確認された．愛他心は，他者を思い

やる気持ち（配慮）であり，実際に困っている

他者を助けるかどうか（自発的援助）に関わっ

ているものである．災害時に周囲の他者に協力

を求めたり，協力をしたりするという対人資源

活用力との関連が確認できたといえる．また，

状況対応の中の状況洞察との正の関連も確認さ

れた．状況洞察は，悲観的にならず（楽観主義），

変化する状況の意味を正確に理解し（気配り），

適切に対処する（決断）能力とされている．災

害時にもとめられる対人資源活用力は，状況を

悲観せず周囲の者たちと前向きに力を合わせて

問題を解決していくという特徴と関連している

ことが明らかになった．また状況コントロール

との正の関連も確認され，自己対応能力と同様

に，対人資源活用力も，状況の適切な認識に基

づいて臨機応変の処置ができることと関連して

いた．

　以上のことから，災害自己効力感は，情動知

能と関連する概念であることが明らかになった．

災害は多くの人にとっては経験することがなく，

災害自己効力感は，実際にそれがうまくできた

というような達成経験によって高めることは困

難であると考えられる．しかし，災害自己効力

感は情動知能と関連があることから，日常的な

経験の中でさまざまな問題に直面するときに，

自己や他者の感情状態，そして状況を的確に理

解し，適切な思考や行動を行っていくという過

程によって高めることができる可能性が示唆さ

れた．

4．研　究　3

目的

　Bandura（1977）は，自己効力感を高めるに

は，達成経験，代理経験，言語的説得，情動的

喚起の 4 つの要素が重要であるとしている［6］．

しかし，ほとんどの人にとっては，災害の経験

は一生に一度あるかないかという低頻度の事象

であり，達成経験によって災害自己効力感を高

めることは困難であると考えられる．2011 年 3

月 11 に発生した東日本大震災では，巨大津波の

襲来や原子力発電所の事故をはじめさまざまな

被害が発生し，多くの人々を苦しめた．そして，

その後の復旧・復興を経て，自分たちは災害か

ら立ち直ることができたという達成経験を多く

の人が経験し，災害自己効力感が高まっている

ことが予測される．もちろん，自宅の再建がで

きず仮設住宅で暮らし続けている人や，仕事を

失い生計をたてることが困難で先が見えないと

いう被災者も多くいる．しかし，東日本大震災

での被害が大きくなかった他の地域に比べると，

実際に被災し，そこから再び立ち直ることがで

きたと感じている人の割合は高いと考えられる．

このため，他地域に住む人々と災害自己効力感

を比較した場合には，東北地域の人々の自己効

力感は高まっていると予測できる．

　そこで研究 3 では，東日本大震災による被災

経験と災害自己効力感の関連について地域間比

較を行うことによって検討する．近い過去に災

害を経験した者は，被災経験をしていない者に

比べて，将来の被災体験に対してうまく対応で

きるだろうという高い災害自己効力感を持って

いることが予測できる．また，研究 1 でたずね

た災害に対する態度についてもたずねて，研究

1 の結果の再現可能性についても検討する．
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方法

　調査対象者と手続き　2015 年 2 月にインター

ネット調査会社にモニター登録している宮城県，

東京都，大阪府に在住している成人に回答を求

めた．各 500 名（男性 250 名，女性 250 名）計

1500名が調査に回答した．回答者の平均年齢は，

44.7 歳（SD=13.68）であった．

　調査内容　研究 1 で作成した災害自己効力感

尺度の項目 11 項目を使用した．また，研究 1 で

たずねたリスク認知（今回の調査では，具体的

に南海トラフや首都直下という指定をせずどの

地域でも共通で大地震という表現を用いた），不

安感，関心，主観的規範，防災行動意図につい

て 5 件法で訪ねた．さらに実際の防災行動につ

いても 10 項目について対策をしているか否かた

ずねた．

結果

　災害自己効力感尺度について信頼性を確認する

ために Cronbach のα係数を算出したところ，自

己対応能力はα=.88，対人資源活用力はα=.81

であり，十分に高い内的整合性が確認された．

　図 3 と図 4 に地域ごと性別ごとにそれぞれの

尺度得点の平均を示した．尺度得点の地域差お

よび性差を検討するために，地域 3（宮城，東

京，大阪）×性別 2（男性，女性）の 2 要因分

散分析を行った．自己対応能力は，性別の主効

果（ F （ 1,1494 ）=39.35, p<.001, η2=.026 ），

地域の主効果（ F（ 2,1494 ）=37.04, p<.001, 

η2=.047）および交互作用（F（2,1494）=3.05, 

p<.05, η2=.004）が有意だった．Tukey 法に

よる地域間の比較をしたところ，宮城が東京や

大阪よりも自己対応能力が高かった．

　対人活用力は，地域の主効果（F（2,1494）

=22.70, p<.001, η2=.029）および交互作用（F

（2,1494）=1.57, p<.001, η2=.002）が有意だ

った．Tukey 法による地域間の比較をしたとこ

ろ，宮城が東京や大阪よりも対人活用力が高か

った．性別の主効果は有意でなかった（ F

（1,1494）=0.15, ns）．

　表 4 に災害自己効力感と災害に対する態度や

防災行動との相関を示した．自己対応能力は，

不安感（r=-.21）と負の相関が，リスク認知

（r=.10），関心（r=.28），主観的規範（r=.23），

防災行動意図（r=.18），防災行動（r=.24）と

有意な正の相関が確認された．対人資源活用力

は，リスク認知（r=.13），不安（r=.07），関

心（r=.35），主観的規範（r=.32），防災行動

意図（r=.29），防災行動（r=.24）のすべての

態度や行動と有意な正の相関が確認された．

図 3　自己対応能力の地域，性別ごとの平均
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図 4　対人資源活用力の地域，性別ごとの平均
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考察

　研究 3 では，東日本大震災による被災経験と

災害自己効力感の関連に着目し，近い過去に災

害を経験した者は，被災経験をしていない者に

比べて，将来の被災体験に対してうまく対応で

きるだろうという高い災害自己効力感を持って

いるかどうかを地域間比較によって検討した．

その結果，東日本大震災での被害を経験した宮

城県の人々は，東京都や大阪府の人々に比べて，

高い災害自己効力感を有していることが明らか

になった．本研究では，回答者の詳細な被災経

験や調査時における復旧・復興の程度などをた

ずねているわけではなく，単純に宮城，東京，

大阪の 3 つの地域の成人に回答を求めてマクロ

に比較している．このため，調査回答者が

Bandura（1977）のいう達成経験をどのように

したのか，あるいはしていないのかについては

詳細に検討できてはいない．しかし，東京都や

大阪府に比べて宮城県の方が，実際に東日本大

震災を経験して，そこから立ち直ってきている

人の割合が多いことは確実である．そのような

実態がこの調査結果に表れていると考えられる

ため，災害自己効力感尺度は，仮想的な自己効

力感ではなく，実際の被災経験からの立ち直り

によって高まる実態ある自己効力感であること

が確認できたといえる．ただし，本研究の結果

のみから被災経験と災害自己効力感の関連につ

いて結論を出すことは難しく，今後はより詳細

なデータを取ることが必要である．

　また災害自己効力感と災害に対する態度や防

災行動との関連を検討した結果，自己対応能力

の高い人は，災害に対する不安が低く，災害へ

の関心が高く，防災行動に対する主観的規範が

高かった．そして，自己対応能力の高い人ほど

実際の防災行動をしていた．対人資源活用力の

高い人は，災害への関心が高く，防災行動に対

する主観的規範が高かった．また，対人資源活

用力の高い人ほど実際の防災行動をしていた．

これらの結果は研究 1 の結果と整合的であり，

本研究で開発した災害自己効力感が，災害に無

関心なために，あるいは何の防災行動もしてい

ないのに自分は何とかなるといった仮想的な自

己効力感ではないことを再び確認できた．

　以上の結果から，災害自己効力感は，被災経

験からの立ち直りによって高まる実態ある概念

であることが確認された．また，構成概念妥当

性についても研究 1 と同様の相関パターンが確

認されたことから再現可能性の高い尺度であり

妥当性は高いといえる．

　災害自己効力感の性差に関しては，効果量の

評価からすると，自己対応能力には性差があり，

男性の方が高いが，対人資源活用力には男女差

はないという点についても研究 1 の結果と整合

的であった．

5．研　究　4

目的

　研究 2 では，災害自己効力感と一般的な特性

である EQS との関連を検討した．その結果，自

己対応能力については，EQS の自己対応との関

連が確認され予測に近い結果が得られた一方で，

対人資源活用力についてはEQSの対人対応とあ

まり明確な結果が得られなかった．対人資源活

用力は，他者との人間関係を適切に維持すると

表 4　災害自己効力感尺度の各因子と災害に対する態度，防災行動との関連

リスク認知 不安感 関心 主観的規範 防災行動意図 防災行動
自己対応能力 .10 ** -.21 ** .28 ** .23 ** .18 ** .24 **
対人資源活用能力 .13 ** .07 ** .35 ** .32 ** .29 ** .24 **

** p<.01
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いう対人対応の側面もあるが，防災でよくいわ

れている共助と関連する概念である．元吉

（2014）では，共助の要素の強いものとして位

置づけられる地域防災への行動意図が，社会関

係資本と関連があることを明らかにしている［15］．

社会関係資本とは，社会の信頼，互恵性の規範，

社会的ネットワークの 3 つによって構成される

社会に埋め込まれた資源である［19］［20］．近年，防

災の分野でも社会関係資本が注目されており，

いくつかの実証的な検討が行われている［21］［22］［23］．

　一方，地域の安全性を高める上で重要な役割

を果たす概念として，集合的有能感が注目され

てきている［24］．集合的有能感とは，Bandura

（1977）によると，ある達成水準のために求め

られる行動を組織し，実行するための共同的協

力について集団で共有される信念と定義されて

いる［6］．また，近隣の住人が居住者の共通の価

値観を認識し，効果的な社会的コントロールを

維持する際の弁別的な能力とも定義されてい

る［25］．つまり集合的有能感は，近所の人々が協

力すれば，よい環境を形成し維持することがで

きるという感覚であるといえ，社会関係資本と

ともに地域防災との関連についても検討される

ようになってきた［23］．

　そこで研究 4 では，社会関係資本と集合的有

能感の 2 つの概念に着目し，これらの概念と災

害自己効力感との関連ついて検討する．共助と

関連する対人資源活用力は，社会関係資本や集

合的有能感と高い関連があることが予測できる

ため特にこの点について検証を行う．

方法

　調査対象者と手続き　2015 年 12 月にインタ

ーネット調査会社にモニター登録している大阪

府に在住している成人に回答を求めた．1000 名

（男性 500 名，女性 500 名）が調査に回答した．

回答者の平均年齢は，48.4 歳（SD=11.94）で

あった．

　調査内容　研究 1 で作成した災害自己効力感

尺度の項目11項目を使用した．社会関係資本に

ついては，元吉（2013）や藤見ら（2011）を参

考にして，参加と互酬性と信頼の 3 つの概念を

分けて項目を作成した［15］［22］．参加は，その人の

社会的ネットワークに関するものであり，「地域

での催事や集まりによく参加している」などの

3 項目でたずねた．互酬性は相互依存的な交換

の規範であり，「近所には心配事や愚痴を聞いて

くれる人が多くいる」などの 3 項目でたずねた．

信頼は他者を信頼するかどうかの信念であり，

「近所のほとんどの人は信頼できる」などの 3 項

目でたずねた．すべての項目に対して，「1. ま

ったくあてはまらない」から「5. 非常にあては

まる」までの 5 件法での評価を求めた．また，

集合的有能感については，吉澤ら（2014）を参

考にして非公式社会的統制 7 項目（例えば，地

域の子どもがおもしろ半分でバイクなどを乗り

回しているときに町内会や近隣の人たちは協力

して問題に対応すると思うかなど）と，社会的

凝集・信頼（例えば，近所の人たちは，お互い

を信頼しているなど）の 6 項目について 5 件法

で回答を求めた［26］．

結果

　災害自己効力感尺度について信頼性を確認す

るために Cronbach のα係数を算出したところ，

自己対応能力はα=.93，対人資源活用力はα

=.89 であり，十分に高い内的整合性が確認され

た．

　表 5 に，災害自己効力感の自己対応能力と対

人資源活用力と，社会関係資本および集合的有

能感との相関を示した．自己対応能力と社会関

係資本との相関は，r=.21～.24，集合的有能感

との相関は，非公式社会的統制が r=.31 で，社

会的凝集・信頼は r=.23 だった．対人資源活用
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表 5　災害自己効力感尺度の各因子と社会関係資本，集合的有能感との相関

社会関係資本 集合的有能感
参加 互酬性 信頼 非公式社会的統制 社会的凝集・信頼

自己対応能力 .21 ** .24 ** .23 ** .31 ** .23 **
対人資源活用力 .32 ** .43 ** .46 ** .52 ** .43 **

** p<.01

表 6　災害自己効力感尺度の他方を統制した各因子と社会関係資本，集合的有能感との偏相関

社会関係資本 集合的有能感
参加 互酬性 信頼 非公式社会的統制 社会的凝集・信頼

自己対応能力 -.01 -.08 ** -.13 ** -.08 * -.10 **
対人資源活用力 .24 ** .38 ** .42 ** .39 ** .45 **

* p<.05   ** p<.01

力と社会関係資本との相関は，r=.32～.46，集

合的有能感との相関は，非公式社会的統制が

r=.52 で，社会的凝集・信頼は r=.43 だった．

　表 6 には，対人資源活用力を統制したときの

自己対応能力と社会関係資本，集合的有能感と

の偏相関係数および，逆に自己対応能力を統制

したときの対人資源活用力と社会関係資本，集

合的有能感との偏相関係数を示した．対人資源

活用力を統制した場合の自己対応能力と社会関

係資本との相関は，r=-.13～-.01，集合的有能

感との相関は，非公式社会的統制が r=-.08 で，

社会的凝集・信頼は r=-.10 だった．自己対応

能力を統制した場合の対人資源活用力と社会関

係資本との相関は，r=.24～.42，集合的有能感

との相関は，非公式社会的統制が r=.39 で，社

会的凝集・信頼は r=.45 だった．

考察

　研究 4 では，社会関係資本と集合的有能感の

2 つの概念に着目し，これらの概念と災害自己

効力感との関連ついて検討した．共助と関連す

る対人資源活用力が，社会関係資本や集合的有

能感と高い関連があると予測していた．

　対人資源活用力は予測されたように社会関係

資本の参加，互酬性，信頼の 3 つの側面や，集

合的有能感の非公式社会的統制や社会的凝集・

信頼の 2 つの側面と強い関連があることが明ら

かになった．特に，社会関係資本の中では，参

加よりもより深い部分にあたると位置づけるこ

とができる互酬性や信頼との関連が高く，表面

的なあいさつ程度のつきあいでなく，実質的な

交流があり，互いに信頼することができること

が災害時の対人資源活用力に強く関連すること

が明らかになった．また，地域の問題に対する

近所の住民の協力度をあらわす非公式社会的統

制や近所の人たちの連帯感や信頼感をあらわら

す社会的凝集性とも強い関連が確認され，災害

時に周囲の対人資源が活用できるかどうかとい

う対人資源活用力が，ふだんの近所づきあいと

関連が強いことが明らかになった．

　自己対応能力も社会関係資本や集合的有能感

と関連することが示されたが，表 5 の単相関と

比べると，表 6 の自己対応能力との偏相関は全

体的に弱くなっているのに対して，対人資源活

用力との偏相関はそれほど弱くなっていない．

このことから，自己対応能力と社会関係資本や

集合的有能感の相関は，対人資源活用力を媒介

した擬似相関であるといえる．

　以上の結果から，災害自己効力感のうち対人

資源活用力は，社会関係資本や集合的有能感と
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関連することが示され，構成概念妥当性を確認

することができた．

6．総合的考察

　本研究では，「災害の発生時に，どの程度適切

な行動を取ることができるか，また災害を生き

抜くことができると思うかということに対する

自信」を災害自己効力感と定義し，災害自己効

力感尺度を開発し，その信頼性と妥当性を検証

した．研究 1 では，尺度項目を作成し，災害に

対する態度や実際の防災行動との関連を検討し

た．研究 2 では，一般的な性格特性として情動

知能に着目し，災害自己効力感の関連について

検討した．研究 3 では，東日本大震災による被

災経験と災害自己効力感の関連について検討し

た．研究 4 では，社会関係資本と集合的有能感

に着目し，災害自己効力感の関連について検討

した．一連の研究結果をまとめると以下の通り

であった．

　まず，災害自己効力感は，災害時に自分自身

の力によって，冷静に，柔軟に対応ができると

いう効力感である自己対応能力と周囲の人を頼

りにして災害を乗り越えることができるという

効力感である対人資源活用力の 2 因子からなっ

ていた．そして，災害自己効力感が高い場合に

は，災害に対する不安が低いが関心はあり，防

災行動に関する主観的規範や防災行動意図が高

く，実際に防災行動を実施していた．また，自

己対応能力は，EQS の自己対応や状況対応と関

連が強い一方で，対人資源活用力は，EQS の対

人対応や状況対応，社会関係資本や集合的有能

感と関連があった．さらに，被災からの立ち直

り経験によって災害自己効力感が高まる可能性

があり，2 つの自己効力感のうち自己対応能力

については男性の方が高いことも確認された．

一連の研究によって，災害自己効力感尺度の信

頼性と妥当性は検証できたと考えられる．

　これまでの防災は，災害のリスクを人々に伝

えることを強調してきた傾向がある．災害の被

害を予測し，このままでは大変なことになると

脅し，将来の災害に備えなければならないと警

告し続けてきた．伝統的な説得研究でいう恐怖

喚起コミュニケーションによって，人々の防災

対策を促進しようとしてきたといえる．それで

もなかなか人々の防災行動は進まず，専門家か

らのリスク情報が人々にきちんと伝わっていな

いと考えられ，リスクをきちんと伝え，利害関

係者の相互理解を目指すリスク・コミュニケー

ションによるアプローチも行われてきた．しか

し，災害リスクを理解したとしても，被害想定

が大きすぎて，あきらめ感が高まってしまう場

合や，自分の力ではどうにもならないような被

害想定を知ると，そんなことでは困るから行政

になんとかして欲しいという公助に対する期待

が膨らんでしまうという悪循環が形成されてし

まう場合もあったと指摘できる．

　このような状況に対して，災害自己効力感の

概念は新しいアプローチで整理することができ

ると考えられる．災害自己効力感の 2 因子のう

ち自己対応能力は自助に，対人資源活用力は共

助に対応している．災害リスクの理解を強調す

るのではなく，災害時に自助や共助によって，

困難をどう乗り切っていけばよいのかに関する

知識やスキルを獲得することによって自信をつ

けるとともに，地域コミュニティーや周辺の

人々との繋がりを強めていくことによって防災

力を高めていくことを強調することが求められ

るのである．

　元吉（2018）は，防災力を高めるという目標

のためには，制御焦点理論［28］における予防焦点

ではなく，促進焦点にフレーミングすることが

有用であることを指摘している［29］．すなわち，

リスクや被害を軽減することだけを目的にする

だけでなく，防災力を向上するという目標をす
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ることによって，得られる利得や肯定的な結果

により焦点化することが必要なのである．例え

ば，矢守（2011）は，防災教育の新しいアプロ

ーチとして，（1）能動的な働きかけの重視，（2）

成果物やアウトプットを生み出すこと，（3）学

校以外の主体・組織との連携，（4）諸活動に埋

め込まれた様式の 4 つを重視することが重要で

あると指摘している［30］．これらは，いずれも

単なる防災力向上ではない，ポジティブな結果

や成果を重視した促進焦点型のアプローチと位

置づけることができる．そして，このような活

動を行うことによって，本研究で提案した災害

自己効力感は高っていくと推測される．

　これまでのさまざまな防災力向上の取り組み

の中でも，本研究で提案したような自己効力感

を高める取り組みは多く行われてきたと考えら

れる．ただし，災害自己効力感を高めるという

フレームを意識して，防災力向上を行うことは

あまりなかったと推測される．近年，防災の分

野でレジリエンスという用語がよく使われるよ

うになった．レジリエンスは心理学でよく使わ

れていた概念であり，ネガティブな出来事から

の立ち直りを導く心理的特性とされている［31］．

被災経験からの立ち直りを目指すには，災害自

己効力感を高めることが有用であり，災害レジ

リエンスを高めることにつながると考えられる．

今後は，災害自己効力感と災害レジリエンスの

概念的な整理を行うこと，また災害自己効力感

尺度を防災教育や防災力向上の取り組みの評価

項目の 1 つとして位置づけられるように研究を

進めていくことが求められる．
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